































































































































































































































































































































































































































































































































































































134 早稲田教育評論　第 28 巻第１号
１　これは当時あった普及舎の『通信講学会』（山縣悌三郎立案のもと、1885（明治18）年12月５日付
『教育時論』第23号紙上に「通信講学会興る」と題してその「趣意書」および「規則」の前文が掲
載され、この事業の開始を大きく報じている）をヒントにして発足したもの。この「通信講学会」
には高田も依頼を受けている。「私は何でもミルの『代議政体論』の翻訳と、『貨幣論』か何かを
載せたのであつた（高田早苗述　薄田定敬編『半峯昔ばなし』1927年、192ページ）。」だが、比較
的幅広い学問分野をカバーしつつ、基本的に理学思想、理学教育の発達への貢献という理念に貫
かれていた通信講学会に対し、政学講義会は国会の開設や官吏の登用試験などを視野に入れた『政
学研究』が中心であった。
２　高田早苗述　薄田定敬編『半峯昔ばなし』　早稲田大学出版部　1927年、193頁。
３　高田早苗「大学教育の普及に就て」『早稲田学報』175号　1909年９月、２頁。
４　高田早苗「大学普及の要因」『早稲田学報』185号　1910年７月、２－３頁。
５　第七条　校外生ニシテ其卒業証書ヲ受ケント欲スルモノハ試験ノ上之レヲ与フ可シ。
　　第八条　校外生タラント欲スルモノハ入学金五拾銭ヲ納ム可シ。
　　第九条　校外生ハ毎月講義録印刷ノ月費トシテ壱学部三拾六銭ヲ納ム可シ。
　　　　　　但府外ハ郵税金五銭ヲ要ス。
　　「資料21　講義録受持講師および科目記事」早稲田大学大学史編集所編 『東京専門学校校則・学科
配当資料』早稲田大学出版部　1978年、105頁。
６　1888年７月より館外生、館内生から館外員、館内員へと呼称が改められている。
７　『教育時論』223号　開発社　1891年６月25日　９頁。
８　同前。
９　『高等国民教育』第８号　早稲田大学出版部　1908年７月27日発行、25頁。
10　同前、26頁。
11　 同前。
12　『高等国民教育』第17号　早稲田大学出版部　1908年12月12日発行、27頁。
13　『高等国民教育』第20号　早稲田大学出版部　1909年１月27日発行、21頁。
14　『早稲田高等女学講義内容見本』　早稲田大学出版部　1932年４月より1933年９月まで、26頁。
15　 同前。
16　 同前。
17　『女学の友』　早稲田大学出版部　1927年７月15日発行、60頁。
18　同前、61頁。
19　『早稲田』６月号　1932年、30頁。
20　同前、31 － 32頁。
21　中央大学の付属から大学に至るまで夜間部に通学していたということである。
22　当時、中央大学は御茶ノ水にあり、一ツ橋にあった職場から通っており、当時から周囲はオフィ
ス街であった。
